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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

【コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方】

　当社は、企業価値の向上を図るためには、経営の健全性・効率性をより一層高め、コーポレート・ガバナンスが有効に機能していく体制を構築・
維持していくことが重要であると考え、経営の重要課題としてコンプライアンスの誠実な履行と経営監視体制構築に向け積極的に取り組んでおり
ます。

　（企業理念）

　「何よりもお客さまの利益を優先しよう」

　（行動指針）

　「私たちは、どこよりも気持ちの良い挨拶を実践します」

　「私たちは、どこよりも商品ひとつひとつを大切にします」

　「私たちは、どこよりもお客さまのご意見・ご要望を真剣に聴きます」

　上記「企業理念」、「行動指針」に従って適切な事業活動を推進するために、コーポレート・ガバナンスの強化・充実を経営の最優先課題の一つと
して取り組んでおります。

　当社では、取締役会による独立かつ客観的な経営の監督の実効性を確保するため、取締役の３分の１を独立社外取締役とするとともに、取締
役会及び取締役の業務執行の監視・監督を適切に行うため、半数以上の社外監査役からなる監査役会設置会社としております。

　業務執行に関する個別経営課題については、原則週１回開催する執行役員会にて報告・審議並びに決定する体制を敷くことにより、情報の共
有、方針決定と業務遂行の迅速化を図っております。

　同時に、企業倫理及びコンプライアンスの重要性の啓蒙と意識統一を図り、全員参加型経営を推進するため、従業員を対象とした「月例ミーティ
ング」を継続的に開催しております。月例ミーティングは、原則毎月１回、上記事項の徹底を図るとともに、会社の現状認識の共有や品質管理とコ
ンプライアンス教育の場としても活用しております。　

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【補充原則４－１－３　最高経営責任者（ＣＥＯ）等の後継者計画】

　取締役候補者、重要人事については、適切な手順を踏まえ候補者を選定のうえ取締役会へ付議され、承認するプロセスとしております。最高経
営責任者（ＣＥＯ）等の後継者計画については、取締役会そのものを後継者育成の場と位置づけており、明文化された計画は策定しておりませ
ん。今後、社外取締役を含めた各取締役からの評価を踏まえた検討を行い、透明性・公平性の高い後継者の指名体制を検討してまいります。

【補充原則４－３－２　最高経営責任者（ＣＥＯ）の選任】

　当社は最高経営責任者である代表取締役の選任手続きについて、明文化された基準は設けておりませんが、取締役会において経営環境の変
化等を踏まえて協議し、適切に決定しております。

【補充原則４－３－３　最高経営責任者（ＣＥＯ）の解任】

　当社は最高経営責任者である代表取締役の解任について、明文化された基準は設けておりませんが、職務執行に不正又は重大な法令・規則
違反があった場合は、取締役会において協議し、適切に決定いたします。

【補充原則４－１０－１　報酬・指名に関する諮問委員会の設置】

　当社は、指名・報酬に関する議題につき、独立社外取締役への事前説明を行い、適切な関与・助言を得る体制を構築してまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１ー４　いわゆる政策保有株式】

　当社は、政策保有株式について、取引関係の維持、個別の取引状況や経済合理性を総合的に勘案し、中長期的な企業価値向上の視点で保有
意義があると認める場合を除き保有しないことを基本方針としております。

　本報告書提出日現在、政策保有株式は保有しておりません。

【原則１ー７　関連当事者間の取引】

　当社が役員や主要株主との取引を行う場合において、その取引が会社及び株主共同の利益を害すことのないような体制を整備しております。取
締役の競業取引及び当社と取締役との利益相反取引については、取締役会による承認を必要とすることを取締役会規程にて定め運用しておりま
す。

　また、当該取引に関係する取締役を特別利害関係人相当として決議から除外するなど厳格な手続きをとっております。

【原則２－６　企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

　当社は、イオン企業年金基金に加入しております。



　同基金が受益者への年金給付及び一時金の支払いを将来に亘り確実に行うため、許容可能なリスクの範囲内で、必要とされる総合収益を長期
的に確保することを目的に運用しており、年金財政状況を踏まえ、外部の専門的知識を有する者の意見を聴取したうえで、政策的資産構成割合を
策定し定期的に見直しています。同基金は、資産運用委員会を設置しており、投資商品の選定及び四半期ごとの運用モニタリングを実施し、受益
者利益の最大化と利益相反の適切な管理のため代議員会で決定しています。

　また、資産運用委員会は、財務部門責任者及び外部の専門的知識を有する者を含めた体制としています。

【原則３ー１　情報開示の充実】

（ア）当社は「企業理念」、「行動指針」を本報告書で開示しております。「経営目標」は「決算短信内　経営方針」で開示しております。詳しくは当社
ホームページ　https://www.mv-tokai.co.jp/ir/をご確認ください。

（イ）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は本報告書「１ 基本的な考え方」に記載しております。

（ウ）取締役会が取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続きは次の通りです。

・取締役及び監査役の報酬等については社内規程に基づき、株主総会の決議による取締役及び監査役それぞれの報酬総額の限度内で、会社業
績、経営内容等を考慮し取締役の報酬は取締役会の決議で、監査役の報酬は監査役の協議により決定しております。

（エ）取締役会が取締役の選解任を行うにあたっての方針と手続きは次の通りです。

・取締役候補者の指名については次の要件に従って代表取締役社長が提案し、取締役会で決定しております。

　１、当社の企業理念、経営方針に対する理解があること。

　２、取締役会の議案審議に必要な知識と経験を有し、あるいは経営の監督機能発揮に必要な知見を有すること。

　３、経営感覚及びリーダーシップに優れていること。

　４、取締役にふさわしい人格及び見識を有し、心身ともに健康であること。

・株主総会への社内取締役及び社外取締役の解任案提出の基準は、法令及び定款に違反する行為又はその恐れのある行為があった場合、そ
の他、職務を適切に遂行することが困難と認められる事由が生じた場合とし、取締役会で決定するものとします。

・監査役候補者の指名については次の要件に従って代表取締役社長が提案し、監査役会で協議し同意を得た上で取締役会にて決定しておりま
す。

　１、さまざまな分野における豊富な知見、経験を有し、会計に関する適切な知見を有しているものが１名以上とすること。

　２、中立的・客観的な視点から監査を行うことにより、経営の健全性と透明性を確保できること。

　３、コンプライアンス、ガバナンスの実効性を担保できること。

（オ）選解任理由に関しては、株主総会参考書類等で開示します。

【補充原則４ー１ー１　取締役会としての判断、決定事項と経営陣への委任の範囲と概要】

　当社は、「取締役会規程」を制定し、法令等に準拠して取締役会で審議する内容を「取締役会付議事項」として定めております。また「職務分掌・
職務権限規程」を定め、経営陣が執行できる範囲を明確化しております。

【原則４ー９　独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

　本報告書【独立役員関係】　「その他独立役員に関する事項」に記載しております。

【補充原則４ー１１ー１　取締役会の全体としてのバランス、多様性及び規模に関する考え方】

　当社は、取締役候補者の選任にあたり、透明・公正かつ迅速・果断な会社の意思決定に資する取締役会とするため、経営の執行から独立した

複数の社外取締役を含め、取締役会全体としての知識・経験・能力のバランスと多様性のある構成を重視しております。

　また、監査役には財務、会計、法務の知識を有するものを選任することとしております。

【補充原則４ー１１ー２　取締役・監査役の兼任状況】

　当社は、取締役・監査役候補者及び取締役・監査役の重要な兼職の状況を、株主総会招集ご通知の事業報告等の開示書類において毎年開示
しております。

【補充原則４－１１－３　取締役会の実効性についての分析・評価】

　当社は、以下のプロセスにより2016年度から毎年１回取締役会の実効性の評価を実施し、その結果、取締役会の実効性は確保されていると確
認しております。なお、調査票の作成、回収及び一部の分析にあたっては、外部機関を活用することで透明性及び実効性を確保する運営としてお
ります。

　（取締役会の実効性評価プロセス）

　１、第三者機関の助言を踏まえた取締役会の実効性に関するアンケートの作成

　２、取締役会全メンバーからのアンケートの第三者機関による回収

　３、アンケート結果に基づく実効性の分析

　４、取締役会における相互の意見交換

　（取締役会実効性評価結果）

　１、当社取締役会の強み

　　・自由闊達な意見交換が可能な体制・雰囲気の構築

　　・各役員の役割期待に関する認識の一致と、取締役会全体として必要な知識・経験・スキル等の高いレベルでの確保

　　・社外取締役の知見の発揮

　　・監査機関との連携

　２、当社取締役会の今後の課題

　　・中長期的な経営戦略を議論するための時間の確保

【補充原則４－１４－２　取締役及び監査役のトレーニング方針】

　当社は、取締役・監査役がその責務を遂行できるようにするため、新任時には法務、財務、コンプライアンス等に関する基礎的な知識を習得する
とともに、法改正・環境の変化に対応するため、継続的な研修会を実施いたします。

【原則５－１　株主との建設的な対話に関する方針】

　当社は、株主および投資家との対話を通じて、双方の考え方や立場についての理解を深めることが、持続的な成長と企業価値の向上に資する
ものと考えております。このような考え方に基づき、ＩＲ担当部署である経営企画部が財務経理部、コントロール部、総務部等の関連部署と有機的
な連携を図り、機関投資家、証券アナリストに対する代表取締役社長による決算説明会のほか、個人株主向け説明会や機関投資家、証券アナリ
ストとの面談等を実施しております。また、経営陣幹部が参加する株主さま懇談会を定期的に実施しており、株主との直接的な対話と交流活動か



ら得られるご意見やご要望を企業活動に反映することにより、企業価値の向上に努めております。

　当社では、株主及び投資家への情報開示の公平性を確保するため、決算発表前にはディスクロージャーポリシーに基づく沈黙期間を設ける等、
対話におけるインサイダー情報の管理を徹底しております。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

イオン株式会社 12,388,800 69.48

マックスバリュ東海従業員持株会 360,900 2.02

DFA INTL SMALL CAP VALUE PORTFOLIO 96,796 0.54

株式会社SBI証券 83,600 0.47

株式会社中部メイカン 50,000 0.28

DFA INVESTMENT TRUST COMPANY-JAPANESE SMALL COMPANY SERIES 49,300 0.28

マネックス証券株式会社 38,300 0.21

J.P.MORGAN SECURITIES PLC 37,000 0.21

内山一美 28,500 0.16

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 26,500 0.15

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 イオン株式会社　（上場：東京）　（コード）　8267

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第二部

決算期 2 月

業種 小売業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1000億円以上1兆円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

　当社の親会社はイオン株式会社であり、親会社及びグループ企業との取引に関しては、グループの総合力強化を意識しながら、当社の事業

活動に必要な財・サービスなどの取引がグループ内において可能な場合は、一般の市場取引と同様に交渉のうえ決定しております。

　親会社及びグループ企業と取引を行う際には、当社の企業価値向上、当社株主全体の利益の最大化を図るべく決定することとしております。

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

　当社の親会社はイオン株式会社であり、持株比率は69.50％（自己株式を除く）であります。親会社グループ内での取引に関しては、上記指針に
基づき取引を行っております。

　当社は、日常の事業運営にあたっては、独自の経営判断に基づき遂行しつつ、重要な経営課題については、よりよい効果または結果を導きだ

すべく、イオン株式会社との協議、もしくは報告を行っております。

　また、事業活動においては、親会社グループの一員としてグループ全体の方針に準拠し、グループ各社との連携を行いつつ、地域に密着し機動
性を発揮した自主・自律性を維持強化し、株主全体の利益最大化及び企業価値の持続的な向上を目指しております。よって当社は、上場会社とし
ての独立性が確保されているものと認識しております。



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 10 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 9 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 3 名

社外取締役のうち独立役員に指定され

ている人数
3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

中西　安廣 他の会社の出身者 △

立石　雅世 弁護士

矢部　謙介 学者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

中西　安廣 ○

中西安廣氏は、当社と商品仕入取引関係
にある米久株式会社の取締役専務執行
役員営業本部長を2014年５月に退任され
ております。

中西安廣氏は、企業経営に長年にわたって携
わられ、その中で培われた経営者としての豊富
な経験と幅広い見識に基づき、当社の持続的
な企業価値の向上に向けて経営の監督を行っ
ていただけると判断し、独立役員として指定い
たしました。当社と同氏との間に特別な利害関
係はなく、一般株主との利益相反を生ずる恐れ
はないと判断します。



立石　雅世 ○ ―――

立石雅世氏は、弁護士として30年にわたり活躍
され、その豊富な経験と専門的な見識に基づ
き、当社の持続的な企業価値の向上に向けて
経営の監督を行っていただくため、独立役員と
して指定いたしました。なお、当社と同氏が所
属しております弁護士法人及び同氏との間に
は、一切の契約等は存在しておらず、一般株
主との利益相反が生ずる恐れはないと判断し
ます。

矢部　謙介 ○ ―――

矢部謙介氏は、企業の経営戦略構築、中期経
営計画策定支援など経営コンサルティング業
務に従事された後、大学の商学部、経営学部
において教授を務められており、当社の持続的
な経営価値向上に向けて、経営及びガバナン
ス体制に対する監督機能を発揮していただけ
ると判断し、独立役員として指定いたしました。
当社と同氏との間に特別な利害関係はなく、一
般株主との利益相反を生ずる恐れはないと判
断します。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 4 名

監査役の人数 4 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　会計監査人である有限責任監査法人トーマツの監査について、監査計画の概要の報告会が開催され、期中の監査時における意見交換はもと

より、会計監査人の監査報告書の提出にあたっては、監査内容の確認のため、定期的に報告会が行われております。また、取締役への監査結

果の報告会に際しても立会い、会計監査人からの指摘事項の確認がなされております。

　監査役は、内部監査部門である経営監査室から、毎月１回程度、定例的に内部監査に関する結果の報告と説明を受け、監査に関する情報の

共有を行っております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 3 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

1 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

太田　年和 他の会社の出身者 △ △

小坂田　成宏 弁護士

福井　惠子 他の会社の出身者 △ △

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者



h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

太田　年和 　

過去に、当社の親会社であり、主要株主
でもあるイオン株式会社の業務執行者と
して勤務しておりました。また、2018年５月
まで当社の兄弟会社であるマックスバリュ
中部株式会社及びマックスバリュ東北株
式会社の監査役に就任しております。

グループ企業の取締役、監査役を歴任され、そ
の豊富な経験と幅広い見識から、当社の経営
に対して適格な助言、監督を行っていただける
ものと判断し選任いたしました。

小坂田　成宏 ○ ―――

弁護士として、経験と見識を有されており、とり

わけ企業法務に精通していることにより、専門

的かつ公平・独立した立場から的確な助言、指

導等をいただけると判断し選任いたしました。

なお、同氏が所属しております弁護士法人は、

当社の親会社と顧問契約を締結しております

が、同氏は当該顧問契約に関与しておらず、

親会社の業務執行者に該当しません。また、

当社と同法人及び同氏との間には一切の契約

等は存在しておりませんので、一般株主との

間に利益相反が生ずる恐れはないと判断して
おります。

福井　惠子 　

過去に、当社の親会社であり、主要株主
でもあるイオン株式会社の業務執行者と
して勤務しておりました。また、2018年５月
より当社の兄弟会社であるマックスバリュ
中部株式会社及び株式会社光洋の監査
役に就任しております。

グループ各社の営業部門や企画部門での豊富
な経験を有し、また監査役を歴任され、その幅
広い見識から当社の経営に関して多角的な視
点に立ち、監査をしていただけるものと期待し
選任いたしました。

【独立役員関係】

独立役員の人数 4 名

その他独立役員に関する事項

　当社は、当社の適正なガバナンスにとって必要な客観性と透明性を確保するために、社外役員（社外取締役および社外監査役）が十分な独立
性を有していることが望ましいと考えます。

　当社は、当社における社外役員の独立性基準を以下のとおり定め、社外役員（その候補者を含む）が次の項目のいずれかに該当する場合は、
当社にとって十分な独立性を有していないものとみなします。

　１、当社及び当社の関係会社の業務執行者。（注１）

　２、当社の議決権の10％以上の議決権を保有する株主、またはその業務執行者。

　３、次のいずれかに該当する企業等の業務執行者。

　　（１） 当社の主要な取引先。（注２）

　　（２） 当社の主要な借入先。（注３）

　　（３） 当社が議決権ベースで10％以上の株式を保有する株主。

　４、当社の会計監査人である監査法人に所属する公認会計士。

　５、当社から多額（注４）の金銭その他財産を得ているコンサルタント、会計士、税理士、弁護士、司法書士、弁理士等の専門家及び、そのもの

　　が法人・組合等の団体である場合は当該団体に所属するもの。

　６、当社から多額（注４）の寄付を受けているもの。

　７、社外役員の相互就任関係（注５）となる他の会社の業務執行者に該当するもの。

　８、近親者が上記１から７までのいずれか（４項、５項を除き重要な業務執行者（注７）に限る）に該当するもの。

　９、最近において、上記２から８までのいずれかに該当していたもの。

　１０、前各項の定めにかかわらず、その他当社と利益相反関係が生じうる特段の理由が存在すると認められるもの。

　　注１ 現に所属している業務執行取締役、執行役、執行役員、その他これらに準じるもの及び使用人（本基準において「業務執行者」と総称す　

　　る）、及び過去10年間に当社グループに所属していた業務執行者をいう。

　　注２ 主要な取引先とは、当社の売上高等の相当部分を構成する商品等の仕入先、また、当社に対する売上高等が、同社の売上高等の相当

　　部分を構成する取引先をいう。

　　注３ 主要な借入先とは、当社の事業年度末において総資産の相当部分を構成する貸付残高を有する借入先をいう。

　　注４ 多額とは、その価額の総額が直前事業年度において1,000万円以上のものをいう。

　　注５ 相互就任関係とは、当社の業務執行者が他の会社の社外役員であり、かつ、当該他の会社の業務執行者が当社の社外役員である関係

　　をいう。

　　注６ 近親者とは、配偶者及び二親等以内の親族をいう。



　　注７ 重要な業務執行者とは、取締役、執行役、執行役員、及び部長格以上の業務執行者またはそれらに準ずる権限を有する業務執行者をい

　　う。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動報酬制度の導入、ストックオプション制度の導入

該当項目に関する補足説明

(ストックオプション制度)

　取締役に対する報酬等と当社業績、株式価値との連動性を一層強固なものとし、株価上昇によるメリットのみならず、株価下落リスクまでも株主

さまと共有し、継続的な業績向上と企業価値増大への意欲や士気を高めるため、2007年５月24日開催の第45期定時株主総会において、役員の

退職慰労金制度の廃止とともに、取締役に対する株式報酬型ストックオプション制度の導入を決議いたしました。取締役の報酬等の年額を３億１

千万円以内、このほか別枠として株式報酬型ストックオプションの公正価値分として、年額５千万円以内としております。

(業績報酬)

　各期の利益水準を指標として増減額を算出しております。

ストックオプションの付与対象者 社内取締役

該当項目に関する補足説明

　ストックオプションの付与対象者は取締役と規定しておりますが、社外取締役に関しては執行と一線を画し、透明性を確保するため、業績連動

報酬や株式報酬型ストックオプションの対象とはしておりません。また監査役に対する報酬等については、期待される役割とその独立性を確保す

るため、業績連動報酬や株式報酬型ストックオプションを採用しておりません。

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

　当社には報酬の総額が１億円以上の役員はいないため、個別報酬の開示は行っていません。

　2019年２月期の役員報酬の開示状況は次のとおりであります。

　取締役10名　156百万円　　（うち社外取締役２名　７百万円。）

　監査役４名　　19百万円　　（うち社外監査役３名　17百万円　　員数には無報酬である２名は含めておりません。）

　（注）報酬等の総額には、第57期に係る役員業績報酬支給見込額及びストックオプションとして付与する新株予約権に係る当事業年度中の費用

　　　計上額が含まれております。

　取締役の報酬等の開示については、当社ウェブサイトにおいて有価証券報告書又は株主総会招集通知の一部として事業報告を掲載しておりま
す。

　

　

　　

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

　取締役の報酬は、基本報酬、業績報酬、株式報酬型ストックオプションで構成しており、株主総会においてご承認いただいた報酬枠の範囲内で

取締役会にて決定しております。各取締役の報酬は、担当する職務、責任、業績、貢献度等の要素を基準として、総合的に勘案し決定しておりま

す。

　監査役の報酬総額につきましては、株主総会が決定する報酬総額の限度内にて、監査役の協議により決定しております。

（基本報酬）

　・役位ごとの役割の大きさや責任範囲に加え、当社の経営状況等を勘案して、固定報酬として決定されます。

（ストックオプション）

　・内規に基づき計算された金額を基礎として、その時の株価の水準によって決定されます。

（業績報酬）

　・各期の利益水準による定量的要素に加え、個人別評価に基づき決定されます。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】



　社外取締役、社外監査役を補助する担当は特段定めておりません。なお、監査役の職務を補助する担当部署は総務部であり、必要に応じて経
営監査室をはじめとする関係部署が社外監査役を補助する体制としております。このほか、取締役会に提出される議題及び付議資料（一部）につ
いては、取締役会事務局である経営企画部があらかじめ社外取締役及び社外監査役に送付する体制としております。

【代表取締役社長等を退任した者の状況】

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等

氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

――― ――― ――― ――― ――― ―――

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 0 名

その他の事項

　当社において過去に代表取締役等であった者が、現在相談役・顧問等の役職に就いているという実態はございません。

　当社は、「取締役会の決議により、顧問および相談役を定めることができる」と定款にて規定しております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

（業務執行に関する事項）

　取締役会に次ぐ業務執行のための機関として、常勤の取締役・監査役、本部長、主要な部長・室長職で構成される執行役員会があります。この
会議体は原則週１回開催しており、会社運営に関する重要事項その他経営全般に関する事項について審議・報告する体制を敷くことにより、情報
の共有、方針決定と業務遂行の迅速化を図っております。また執行役員会の参加メンバーを中心に構成するコンプライアンス統括委員会を毎月１
回開催し、各テーマの事案の討議や進捗の確認など情報の共有を行っております。

（社外取締役に関する事項）

　当社は社外取締役３名を選任しております。社外取締役は毎月開催される取締役会に出席し情報を共有しております。また適時他の取締役、監
査役、その他関係部門と連携をとり、その職務を遂行する体制としております。

（監査・監督機能に関する事項）

　内部監査部門である経営監査室は、室長を含め現行10名で構成されています。経営監査室では、年間監査計画、代表取締役社長からの指示
に基づき、各種法令及びこれに準拠した社内規則の遵守並びにその対応の状況などを中心に、チェーン展開する各店舗・各部署の監査を行って
おります。内部監査の結果は、代表取締役社長に随時報告されるとともに、定期的に執行役員会・取締役会及び監査役会に報告する体制として
おります。

　このほか親会社の監査部門による内部監査を受け入れており、イオングループ全体での経営品質を高めるための改善活動も実施しておりま
す。

（監査役の機能強化に係る取組み）

　監査役監査については、監査役会が定めた監査方針に基づき、会社の重要な会議に出席するとともに、毎月１回監査役会を開催しております。
各監査役は本部・店舗等での監査を行うとともに、経営監査室等からの報告や、会社の重要な会議に出席した内容等をもとに協議し、情報の共有
化を図っております。このほか、監査役の機能強化に関する取組みについては、前記【社外取締役（監査役）のサポート体制】を参照ください。

　会計監査及び内部統制監査については、有限責任監査法人トーマツと監査契約を締結し、法定監査のほか、会計及び内部統制に関する課題
について適時に確認を行い、適正な処理を行っております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　当社では、取締役会による独立かつ客観的な経営の監督の実行性を確保するため、３名の独立社外取締役を含む９名の取締役と、取締役会

及び取締役の業務執行の監視・監督を適切に行うため、独立役員１名を含む４名の監査役による監査役設置会社の体制をとっております。更に

今後より独立性の高い人材を取締役、監査役に迎えることができれば、一層経営の透明性を高め、ガバナンス体制の強化を図るなどの効果も期

待できるものと考えており、検討を行ってまいります。

　この考え方に基づき、社外取締役に期待される役割を十分に発揮できるように、社外取締役との間で責任限定契約を締結できる規定を定款に

定めており、現在の社外取締役３名と責任限定契約を締結しております。

（社外監査役の選任に関する基本的考え方）

　当社の社外監査役は、イオングループ各社の経営層経験者が現状１名就任しております。これは小売業に関する専門知識を有するグループ各
社の経営者層を監査役として招聘することにより、監査機能の実効性を確保し、有用な監視・監督が期待できるものと考え、親会社に監査役候補
者の紹介を求めているためであります。ただし、グループ外から社外監査役として適正な人材が得られれば、客観的に経営の監視・監督の透明性
が一層高められるなどの効果も期待できるものと考えております。

　この考え方に基づき、グループ外から社外監査役が選任された場合には、社外監査役に期待される役割を十分発揮できるように、社外監査役と
の間で責任限定契約を締結することができる規定を定款に定めており、現在の社外監査役のうち、独立役員として指名した監査役１名と責任限定
契約を締結しております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
　当社では、招集通知発送ならびにウェブサイトでの開示から株主総会まで２週間の検討
期間を設けておりますが、2016年２月期からはウェブサイトでの日本語版での開示を招集
通知発送日前に行うようにしております。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

　インターネット等による議決権行使に対応しております。

招集通知（要約）の英文での提供
　株主総会招集通知の一部と株主通信の英訳を実施し、当社ウェブサイトにて開示してお
ります。

その他
　招集通知を当社のウェブサイトに掲載しております。

　当社ウェブサイトへの掲載は招集通知発送日前に行っております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表
　「情報開示の基本方針」「情報開示の方法」「沈黙期間」「将来の見通しにつ
いて」からなるディスクロージャーポリシーを策定し、ウェブサイトにて公表して
おります。

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

　2019年４月11日に機関投資家、証券アナリストなどを対象に2019年２月期決
算説明会を開催いたしました。

あり

IR資料のホームページ掲載

　当社のＩＲ情報はhttps://www.mv-tokai.co.jp/ir/にて開示しておりま

す。開示資料は、決算短信やその補足となる参考資料、有価証券報告書、四
半期報告書、株主総会の招集通知、株主通信、月次売上情報、決算説明会資
料などであります。

IRに関する部署（担当者）の設置 　経営企画部

その他
　株主との直接的な対話と交流活動の場として、経営陣幹部が参加する株主
さま懇談会を、2018年に静岡県沼津市及び浜松市の２か所で開催いたしまし
た。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

当社では、食品小売業の事業特性を活かし、お客さまとともに身近な環境保全・地域貢献
活動に取り組んでおります。リサイクル活動として、店頭での牛乳パック・アルミ缶・食品ト
レーなどの回収に取り組むほか、古紙やペットボトルのリサイクルステーション設置の拡大
も進めております。電子マネーWAONを活用した取組みとして、「しずおか富士山WAON」
「出世城浜松城WAON」「熊野古道伊勢路WAON」「伊勢志摩WAON」など、各種ご当地
WAONのご利用金額の一部を環境保全活動などに役立てていただくべく寄付金の贈呈を
行っております。

また、「食」を取り扱う企業として、食材や栄養への関心を育むべく、当社食育インストラク
ターが学校や公共施設などに出向いて開催する食育講座や、店舗と自治体との協働によ
る健康キャンペーンの開催に加え、健康的でバランスの良い食生活をご提案する「ちゃんと
ごはん」の取組みなど、お客さまの健康生活に貢献する食育活動を積極的に行っておりま
す。



その他

（ダイバーシティ、女性の活躍推進状況について）

　当社は、社内における多様性の確保に努め、国籍、性別、年齢、学歴等による一切の差
別を排除するとともに、2014年にダイバーシティ推進室を設置し、女性視点を取り入れた
「商品づくり」や女性社員を対象とした勉強会・研修を継続して実施しております。

　女性活躍推進法に基づいた社内女性採用比率、勤続年数男女差、労働時間の状況、女
性管理職比率等の目標を設定し、その達成のため女性活躍の基盤固めを進めておりま
す。なお、女性管理職比率につきましては、2020年度末までに15％とする目標を掲げてお
ります。

　本報告書更新日現在、当社の女性役員は社外取締役１名、社外監査役１名、執行役員
１名の計３名であり、また女性管理職は62名であります。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制、その他会社の業務の適正を確保するための体制についての基本
方針は次のとおりであります。

１. 取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　（１） 当社グループの「企業理念」、「行動指針」及びイオングループとして共有する「イオン行動規範」をはじめとするコンプライアンス体制にか　　

　かる事項を、取締役・使用人が法令・定款及び社会的責任を遵守した行動をとるための規範とする。

　（２） 社会的責任を遵守した行動の徹底を図るため、コンプライアンス部門を所管するコンプライアンス担当取締役を任命し、全社横断的なコン

　プライアンス体制の整備及び問題点の把握に努めるとともに、同部門を中心として定期的な教育研修を行い、コンプライアンスの知識を高めコ　

　ンプライアンスを尊重する意識を醸成する。同時に、コンプライアンス担当取締役を委員長とするコンプライアンス統括委員会を設置し、コンプラ

　イアンス体制の改正に関する事項、当社グループに重大な影響を与えるおそれのあるコンプライアンス上の問題、取締役の関与が認められる

　コンプライアンス上の問題等を付議し、その審議結果を取締役会・監査役会に報告する体制を敷く。また、各業務担当取締役は、担当業務部門

　固有のコンプライアンスリスクを分析し、その対策を具体化する。

　（３） 取締役並びに監査役がコンプライアンス上の問題点を発見した場合は、速やかにコンプライアンス部門に報告する体制を構築するととも

　に、使用人においても直接報告することを可能とする社内通報システムを整備し、内部公益通報保護規程に基づきその運用を行う。

　（４） 内部監査部門は、コンプライアンス部門と連携のうえ、コンプライアンスの状況を監査する。また、その監査結果については、内部監査部

　門より定期的に執行役員会・取締役会及び監査役会に報告するものとする。

　（５） 監査役は、当社グループの法令遵守体制及び社内通報システムの運用に問題があると認めるときは、意見を述べるとともに、改善策の策

　定を求めることができるものとする。

　（６） 当社グループは、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、断固とした姿勢で厳正に対応を行う。同時に、反社会的

　勢力との一切の関係を遮断し、万一それらの勢力からの不当な要求を受けた場合には、警察・弁護士等の外部専門機関と連携し、毅然とした　

　態度で対応を行うものとする。

２. 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　（１） 「文書管理規程」に従い、次の各号に定める文書（電磁的記録を含むものとする。以下、同じ。）を、関連資料とともに保存する。

　　ア．株主総会議事録

　　イ．取締役会・執行役員会議事録

　　ウ．代表取締役社長の特命により設置した委員会等議事録

　　エ．取締役を最終決裁権者とする稟議書・契約書

　　オ．会計帳簿、計算書類、出入金伝票

　　カ．税務署その他官公庁、証券取引所に提出した書類の写し

　　キ．その他「文書管理規程」に定める文書

　（２） 取締役及び監査役は、「文書管理規程」により、常時、前項の文書等を閲覧できるものとする。

　（３） 上記の文書の保存の期間は、法令に別段の定めのない限り、「文書管理規程」に各文書の種類ごとに定めるところによる。

３. 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　（１） リスク管理体制の基礎として、「リスク管理規程」に基づき、組織横断的リスク状況の把握並びに全社的対応は総務部が行い、各業務部門

　のリスクについてはそれぞれ管理責任者を決定し、同規程に従ったリスク管理体制を構築する。

　（２） 不測の事態が発生した場合には、代表取締役社長を本部長とする対策本部を設置するとともに、社内対策チーム及びリスクレベルに応じ

　顧問弁護士等を含む外部アドバイザーを交えたチームを編成し迅速な対応を行うことにより、損害の拡大を防止し、これを最小限に止める体制

　を整備する。

　（３） 内部監査部門は各部門ごとのリスク管理の状況を監査し、その結果を定期的に執行役員会・取締役会及び監査役会に報告するものとす

る。また当監査結果に基づき、執行役員会・取締役会において改善策を審議・決定する。

４. 財務報告の適正性を確保するための体制

　（１） 適正な財務報告を確保するための全社的方針手続きを定め、また定期的見直しを行い、常に適切な制度整備、運用を行うものとする。

　（２） 財務報告の誤謬、虚偽記載に対してリスクとなる事項を定期的に評価し、リスクを低減するための制度整備、運用を行うものとする。

　（３） 財務報告の適正性を確保するためのＩＴ環境を適正に整備し、運用を行うものとする。

　（４） 財務報告の適正性を確保するための取締役会、監査役、各組織、各従業員の役割を適正に整備し、運用を行うものとする。

５. 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　（１） 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎として、執行役員会を原則週１回開催し、業務執行に関する

　個別の経営課題を実務的な観点から協議し決定する。また取締役会については月１回定時に開催し、執行役員会において協議した重要な議
題、経営の執行方針、法令で定められた事項その他経営に関する重要事項を審議し決定するとともに、業務執行状況を監督する。

　（２）執行役員会・取締役会での決定を踏まえ、各業務部門を担当する取締役は、各業務部門が実施すべき具体的な施策を講じるとともに、権限

　分配を含めた効率的な業務遂行体制を改善整備する。

６. 当社並びに親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

　（１） 当社は、親会社内部監査部門の定期的監査を受入れ、その報告を受けるとともに、親会社の役職員と情報交換を行い、コンプライアンス

　上の課題及び効率性の観点からの課題を把握する。

　（２） 親会社と親会社以外の株主の利益が実質的に相反するおそれのある親会社との取引その他の施策を実施するに当たっては、必ず取締

　役会に付議の上、決定する。

　（３） 当社は経営管理部門を子会社を管理する部署とし、「関係会社管理規程」に基づき管理する体制とする。また、子会社の業務及び取締役

　等の職務の執行の状況を定期的に当社の取締役会に報告する。

　（４） 当社は、子会社に対し当社内部監査部門による定期的監査を行う。

　（５） 当社は、子会社の自主性を尊重しつつ子会社の業務内容の定期的な報告を受け、重要案件についてはその業務内容について事前協議

　を行い、子会社の取締役会にて協議すること等により、子会社の取締役の職務の執行の効率を確保する。

　（６） 当社及び子会社において、法令及び社内規程等に違反またはその懸念がある事象が発生あるいは発覚した場合、速やかに部署責任

　者、当社の本部所管部及びコンプライアンス部門に報告する体制とする。そのため、当社並びに子会社の役員及び従業員が直接通報を行うこ

　とのできる当社及びイオングループの内部通報制度を設け運用する。外国の子会社については、当該国の法令等の遵守を優先し、可能な範囲

　で本方針に準じた体制とする。

７. 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項並びにその使用人の取締役からの独立性に

関する事項

　（１） 監査役の職務を補助する組織を総務部とし、監査役は総務部所属のスタッフに監査業務に必要な事項を命令することができる。

　（２） 監査役より監査業務に必要な命令を受けた前項スタッフは、その命令に関して、取締役、内部監査部門等からの指揮命令は受けない。



　（３） 同スタッフの適切な業務の遂行のため、人事考課・任命・解任・人事異動・賃金等の改定については、監査役の同意を得たうえで決定する

　ものとし、取締役からの独立性を確保する。

８. 当社の監査役への報告に関する体制

　（１） 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制

　　取締役は監査役会に対し、次に定める事項を報告することとする。

　　ア．毎月の経営状況として重要な事項

　　イ．会社に著しい損害をおよぼすおそれのある事項

　　ウ．内部監査状況及びリスク管理に関する重要な事項

　　エ．重大な法令・定款違反

　　オ．社内通報システムの通報状況及びその内容

　　カ．その他コンプライアンス上の重要な事項

　　使用人は前項イ.及びエ.に関する重大な事実を発見した場合は、監査役に直接報告することができるものとする。

　（２） 子会社の取締役、監査役、業務を執行する社員及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当社の監査役に報告するための体制

　　子会社の役員および従業員は、当社監査役から業務執行に関する事項について報告を求められたときは、速やかに適切な報告を行うもの

　　とする。

９. 前号の報告をした者が該当報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

　当社は、監査役への報告を行った当社並びに子会社の役員及び従業員に対し、当該報告をしたことを理由に不利な取扱いを行うことを禁止し、

　当社並びに子会社の役員及び従業員に対しては、本趣旨を周知・徹底する。

１０. 当社の監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

　監査役がその職務執行について、当社に対し、前払い等の請求をしたときは、担当部門において審議の上、当該請求に係る費用または債務が

　監査役の職務執行に必要でないことを証明した場合を除き速やかに当該費用または債務を処理するものとする。

１１. その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　（１） 監査役会と代表取締役並びに各業務執行取締役、監査法人との間の定期的な意見交換の場を設定する。

　（２） 前項に拘わらず、監査役はいつでも必要に応じて、取締役及び使用人に対して報告を求めることができることとする。

　（３） 監査役会に対して、必要に応じて専門の弁護士・会計士等を招聘し、監査業務に関する助言等を受入れる機会を保障する。　

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

　当社は、反社会的勢力排除に向け、「金を出さない」、「利用しない」、「恐れない」を原則に、毅然とした態度で対応することとし、その徹底を図っ

ております。この統括対応部署は総務部とし、社内への指導、外部の専門機関との連携、情報の収集にあたるとともに、反社会的勢力による

不当要求事案等の発生時には、警察当局との緊密な連携のもと対応いたします。

　また、当社は静岡県企業防衛対策協議会の加盟企業の一員として、以下の宣言を行っております。

　　ア．不法不当な要求行為に対しては断固としてこれを拒否する。

　　イ．株主権の行使に関し、財産上の利益を供与しない。

　　ウ．法と企業倫理を守り、社会的責任を全うする。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

当社の会社情報の適時開示に係る社内体制の状況は、下記のとおりです。

１．情報開示の基本方針

　当社は、株主・投資家をはじめとするステークホルダーに対し、当社の理解と信頼を促進するため、また食品スーパーという業種の性格上、安

全・安心の観点からエンドユーザーである地域のお客さまに対しても、正直でわかりやすい情報内容の提供を心がけ、適時・適切な開示を行うこ

とを基本方針としております。

２．「重要な情報」に関する社内体制

　当社は、取締役会の下位の決議・執行機関として、執行役員会を原則週１回開催しております。この執行役員会は、決議・執行とともに情報集
約・審議機関として担当部門からの提案・報告を受けるとともに、経営数値管理及び社内情報の共有と情報の統制管理を行っております。

　上記において審議・報告された事項を、決議機関としての取締役会にて最終審議もしくは報告する体制としております。

　「重要な情報」には、法令・諸規則等に基づいた情報だけではなく、社会を構成する一員としての社会的責任を果たすために求められる、コンプ

ライアンスやコーポレート・ガバナンスに関する情報ならびに地域社会や環境に関する情報なども含まれております。

３．適時開示に係る社内体制のチェック機能

　「重要な情報」のひとつである決算情報開示においては、情報取扱責任者である経営管理本部長を責任者とし、決算手続き・開示資料作成に係

る管理部門等の責任者及び担当者で構成する決算開示進捗確認会議により相互確認を行うとともに、決算書類作成プロセスの妥当性をチェック

する体制としております。

４．会社情報の適時開示に係る社内体制

　前記１．の方針を実現するため、「重要な情報」がある場合は、迅速な対応を図るため、代表取締役に随時報告する体制としております。また、重
要な情報が公正かつ適時・適切な開示が行われるように、経営企画部、財務経理部及び総務部が連携し、法令・諸規則に照らした検討を行って
おります。

決算情報については、経営管理本部長を責任者とする決算開示進捗確認会議において、決算数値及び開示関連資料を相互確認のうえ、取締役

会に報告し、審議する体制としております。

　「重要な情報」を適時開示する場合は、事案内容に応じて執行役員会又は取締役会に付議・報告のうえ、情報取扱責任者である経営管理本部
長の指示のもと、開示担当部門である経営企画部より適時開示されます。
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【 コーポレート・ガバナンス体制模式図 】 
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